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訴訟事件の判決について 

 

１ 事件名 

弁護士報酬請求事件（東京地方裁判所 平成２２年（行ウ）第６４６号） 
 
２ 当事者 

 原告 中野区民ほか１１名 

  被告 中野区 
 
３ 訴訟の経過 

平成２２年(2010年)１１月１８日 東京地方裁判所に訴えの提起 

平成２３年(2011年) ７月２９日  東京地方裁判所で請求の一部認容、一部棄却の判

決言渡し 
 

４ 事案の概要 

本件は、中野区の住民である原告らが、地方自治法（以下「法」という。）第２４２

条の２第１項の規定に基づき提起した住民訴訟（以下「別件訴訟」という。）において

勝訴したことから、同条第１２項の規定に基づき、中野区に対し、別件訴訟において訴

訟委任をした弁護士に支払うべき報酬額の範囲内で相当と認められる額は１５４万３５

００円であるとして、遅延損害金と共に支払を求めた事案である。なお、原告Ａは、別

件訴訟の共同訴訟参加人であったＢの死亡によりその地位を承継し、同訴訟に勝訴した

と主張して、他の原告らと共に請求している。 
 

５ 請求の趣旨 

⑴ 被告は、原告ら各自に対し、１５４万３５００円及びこれに対する平成２２年４月

１０日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。 

⑵ 訴訟費用は被告の負担とする。 

 との判決並びに仮執行の宣言を求める。 
 

６ 判決 

 ⑴ 主文 

ア 被告は、原告Ａを除く原告ら各自に対し、５０万円及びこれに対する平         

成２２年４月１０日から支払済みまで年５分の割合による金員を支払え。 

イ 原告Ａの請求及び原告Ａを除く原告らのその余の請求をいずれも棄却する。 

ウ 訴訟費用はこれを１０分し、その３を被告の負担とし、その余を原告らの負担    

とする。 

エ この判決は、アに限り、仮に執行することができる。 

 



 ⑵ 判決理由の要旨 

ア 争点１（本件において法第２４２条の２第１２項にいう「相当と認められる額」

はいくらか）について 

法第２４２条の２第１２項の「相当と認められる額」は、当該訴訟における事案    

の難易、弁護士が要した労力の程度及び時間、同条第１項第４号に定める訴訟に勝

訴した場合については認容された額及び判決の結果地方公共団体が回収した額、住    

民訴訟の性格その他諸般の事情を総合的に勘案して定められるべきものと解する    

のが相当である。 

そして、本件における「相当と認められる額」について、争いのない事実、証    

拠及び弁論の全趣旨から認められる事実からすると、別件訴訟の争点は決して容    

易なものではなく、弁護士がその訴訟遂行に要した労力の程度及び時間も相当の    

ものであったと認められるものの、別件訴訟の認容額（８２万４０００円）、被告

が回収した額（１０２万７４４円）を考慮すれば、本件における「相当と認められ    

る額」は５０万円と算定するのが相当である。 

  イ 争点２（原告Ａは法第２４２条の２第１２項に基づく弁護士報酬請求権を取得し

たか）について 

    法第２４２条の２第１項に規定する住民訴訟においては、原告が死亡した場合、    

当該原告に関する部分については当然に終了するものと解すべきであるから、住    

民訴訟の原告の地位を承継できることを前提とする原告らの主張は採用できない。       

そして、同条第１２項に定める弁護士報酬請求権は、住民訴訟の勝訴判決が確定

し、地方公共団体が住民訴訟による利益を受けることが確定した時点で発生するも

のと解すべきところ、別件住民訴訟の共同訴訟参加人であったＢは、別件訴訟につ

き最高裁判所が上告不受理決定をした平成２１年（２００９年）７月１０日より前

の同年６月２１日に死亡したのであるから、Ｂが同請求権を取得したと解すること

はできず、原告Ａがこれを相続により取得する余地もない。 
 

７ 判決後の区の対応等 

  区は、判決において区の主張（別件訴訟の確定判決において認容された額は８２万

４０００円及びこれに対する遅延損害金であり、また、区が回収した額は遅延損害金を

含めて合計１０２万７４４円であり、いずれも、原告らが別件訴訟の経済的利益として

主張する８００万円より著しく低いから、これらの点を考慮して「相当と認められる

額」を算定すべきである。）が認められ、また、認容額である５０万円をさらに減

額すべきとする理由も見当たらないことから、本判決に対し控訴はしなかった。 

また、原告らも控訴しなかったため、本判決は、平成２３年（２０１１年）８月

１２日の経過により確定した。 

これを受け、区は、原告らからの請求に基づき、原告訴訟代理人に対し、５３万

５０００円（遅延損害金３５，０００円を含む。）を支払った。 

 


